
第22号（2016） 43

〈研究ノート・資料〉

 Ⅰ．はじめに

　タバコの煙が社会環境としてとくに重要なのは、それ

が喫煙者本人の身体のみならず、周囲の空間にいる人間

にも影響を与える点である。タバコの煙は大きく３種類

に分類される。主流煙は喫煙者本人がフィルターを通じ

て吸引する煙、副流煙はタバコの先から発生する煙、呼

出煙は喫煙者によって吐き出される煙（あるいは喫煙者

の身体や衣服などに付着した煙）を指す。このうち、副

流煙と呼出煙をあわせて環境タバコ煙（ETS；

Environmental Tobacco Smoke）と呼んでいる。

　喫煙者の周囲にいる人間（喫煙者も含む）が、この環

境タバコ煙に曝露されることを受動喫煙（secondhand 
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〈抄録〉

　本稿は ETS（Environmental Tobacco Smoke）曝露評価および認知度の評価法の検討をするため、質問票

やニコチンパーソナルサンプラーなどの測定器を用いて検討をおこなう研究の一部である。

　７大学において、パッシブ型である改良型ニコチンサンプラーを用いて133名を対象として調査を行った。

その調査と共に質問票を用いて、喫煙・受動喫煙に関する調査を行った。また一般市民、大学生を対象に喫

煙・受動喫煙に関する質問票調査を行った。

　受動喫煙者および非受動喫煙者の社会的受容について、たばこの煙や臭いが気になる者が半数以上を占め

ていたが、たばこの社会的受容については「喫煙場所などの対応が取れていれば問題視しない」が高率であ

った。しかし医療系学生は「ただちにやめるべき」が高率であった。受動喫煙の社会的受容について調査す

る際は、対象者の様々な背景についても考慮する必要があると考えられる。
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smoke）という。受動喫煙は、不随意喫煙（involuntary 

smoke）などともいわれるように、社会環境学的には、

本人の意図にかかわらず能動喫煙の影響を受ける点で問

題となる。

　受動喫煙者の ETS曝露量調査を行うには、客観的指

標としてタバコ煙に特有に含まれるニコチンを測定する

ための個人用サンプラーが不可欠であるが、ニコチン濃

度測定のみならず、その他の化学的指標や社会学的、心

理学的観点を考慮した曝露評価の検討が必要となる。さ

らには短期間～慢性曝露など様々な状況で適用し得るタ

バコ煙曝露評価法によって評価すべきである。本研究で

は、ETS曝露に関して客観的な評価を行うため、受動

喫煙の実態調査を行うことを目的とした。

Ⅱ．方法

１．調査①

　受動喫煙の曝露予備調査は、長崎国際大学、産業医科

大学。静岡県立大学、東海大学理学部、東海大学健康科

学部、横浜国立大学、成蹊大学の共同で行い合計133名
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について調査を行った。被験者にはMoNIC（Monitor 

of NICotine）サンプラ－を24時間の携行を依頼し、測定

時間中の行動を記録するための生活記録票の記録および

喫煙・受動喫煙に関する調査表の記入を依頼した。

　行動記録・測定記録用紙には、測定中の行動をほぼ30

分刻みの記録を依頼、また喫煙、または受動喫煙が生じ

た場合は、その時間帯、場所、喫煙・受動喫煙別の本数

の記録を依頼した。

　使用した調査表を資料１に示す。

２．調査②

　総合型地域スポ－ツクラブ（Ｔ大学とＩ市の協働で開

催）に参加している一般市民、大学の文系学部学生およ

び医療系学部大学生について、喫煙・受動喫煙に関する

調査表による調査を行った。

３．使用した統計ソフト

　本研究に使用した統計用ソフトは IBM社 PASW

（Ver.23.0、シリアル No.3243281）および現代数学社の

HALBAU（Ver.7.3、シリアル No.111908233）である。

４．倫理的配慮

　調査を実施するに当たっては、対象者に本調査の意義、

調査への参加は自由意志であることを文書及び口頭で説

明し、文書で同意を得た。なお本研究の内容は、東海大

学健康科学部倫理委員会の承諾を受けている。
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Ⅲ．結果

　本レポ－トでは調査表の集計結果について報告する。

１．調査①の対象者の概要

　ニコチンサンプラー、調査表及び行動記録表が調査で

きた被験者数は７大学で133名であった。その内訳は男

性39名、女性94名であり、平均年齢±標準偏差は、男性

45.7歳±20.9歳で、女性41.6歳±21.7歳であった。喫煙履

歴は現在喫煙17名、過去喫煙15名、非喫煙101名であり、

非喫煙者の中で、受動喫煙がある者16名（15.8％）、煙

にはさらされていないがにおいを感じる者27名（26.7％）、

喫煙者は見かけるが煙やにおいを感じることはない者が

６名（5.9％）、たばこの煙にさらされることはない者が

52名（51.5％）であった。

２．調査①：普段の喫煙状況とたばこの受容について

　「普段の喫煙状況」と「たばこの煙や臭いが気になる

状態」については表１に示すように、煙や臭いが気にな

る者は77名（58.3％）で受動喫煙・非受動喫煙者（本人

は非喫煙者であり、周囲に喫煙者が存在しない者）が多

数を占めた。また気にならないものは喫煙者が多かった

が統計的有意差は認められなかった。

　「普段の喫煙状況」と「たばこを避けるか否か」につ

いては表２に示すように、避けるものは能動喫煙者以外

の者が多数を占め、能動喫煙者との間に統計的有意差が

認められた（p<0.001）。

　たばこについての社会的受容について、喫煙状況（普

段）と対象者の考えについて調査した。その結果、最も

多かった考え方は「喫煙場所などの対応が取れていれば

問題視しない」が60名（45.1％）、次いで「徐々にたば

このない社会を作っていくべき」が59名（44.4％）であ

った。（表３）。

 ３．調査①：過去の周囲の喫煙状況とたばこの受容に

ついて

　「以前（子供の頃など）に家族または身の回りに喫煙

者がいたか」と「たばこの煙や臭いが気になる状態」に

ついては、以前の周囲の喫煙があった群が周囲の喫煙が

なかった群に比べ高率であったが統計的有意差は観察さ

れなかった（表４）。

　たばこについての社会的受容について、「以前（子供

の頃など）に家族または身の回りに喫煙者有無」につい

て検討した。その結果、周囲に喫煙者がいた群で、「喫

煙場所などの対応が取れていれば問題視しない」が50名

（52.11％）、次いで「徐々にたばこのない社会を作って

いくべき」が37名（38.5％）であり、周囲に喫煙者がい

表1　調査①　喫煙状況(普段）と煙や臭いが気になる　　　

度数（％）

はい いいえ 合計

能動喫煙 　6 ( 37.5) 　3 ( 18.8) 　7 ( 43.8) 16 ( 100)

受動喫煙 12 ( 60.0) 　5 ( 25.0) 　3 ( 15.0) 20 ( 100)

においを感じる 21 ( 65.6) 　9 ( 28.1) 　2 (　6.3) 32 ( 100)

喫煙者は見かける 　4 ( 66.7) 　1 ( 16.7) 　1 ( 16.7) 6 ( 100)

非喫煙 34 ( 58.6) 10 ( 17.2) 14 ( 24.1) 58 ( 100)

合計 77（ 58.3） 28( 21.2） 27( 20.5) 132 ( 100)

　　　　p=0.198

たばこの煙や臭いが気になる

気になる
時もある

表１　調査①　喫煙状況（普段）と煙や臭いが気になる 表２　調査①　喫煙状況（普段）と . たばこを避けるか表2　調査①　喫煙状況（普段）と.たばこを避けるか

　度数(％）

はい いいえ 合計

能動喫煙 　1 (　6.3) 15 ( 93.8) 16（ 100.0）

受動喫煙 10  (50.0) 10 ( 50.0) 20 ( 100.0)

においを感じる 30 ( 93.8) 　2 (　6.3) 32（ 100.0）

喫煙者は見かける 　4  (66.7) 　2 ( 33.3) 6 （ 100.0）

非喫煙 46 ( 79.3) 　9  ( 20.7) 55 （ 100.0）

合計 91 (70.5) 38 ( 29.5) 129 ( 100.0)

　　　p<0.001

たばこを避けるか

表3　調査①　喫煙状況(普段）と喫煙に対する考え　　

度数（％）

合計

能動喫煙 2 ( 11.8) 13 ( 76.5) 2 ( 11.8) 0 (  -  ) 17 ( 100.0)

受動喫煙 1 (  5.0) 6 ( 30.3)) 13 ( 65.0) 0 (  -  ) 20 ( 100.0)

においを感じる 1 (  3.1) 14 ( 43.8) 12 ( 37.5) 5 (15.6) 32 ( 100.0)

喫煙を見かける 0 (  -  ) 3 ( 50.0) 3 ( 50.0) 0 (  -  ) 6 ( 100.0)

非喫煙 1 (  1.7) 24 ( 41.4) 29 ( 50.0) 4 ( 6.9) 58 ( 100.0)

合計 5 (  3.8) 60 ( 45.1) 59 ( 44.4) 9 ( 6.8) 133 (100.0)

  p<0.05

問題等は感
じない

喫煙場所などの
対応が取れてい
れば問題視しな

い

徐々にたばこ
のない社会を
作っていくべき

ただちにや
めるべき

表３　調査①　喫煙状況（普段）と喫煙に対する考え
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なかった群では、「徐々にたばこのない社会を作ってい

くべき」が22名（61.1％）、「喫煙場所などの対応が取れ

ていれば問題視しない」が９名（25.0％）であり、周囲

に喫煙者がいなかった群が、「徐々にたばこのない社会

を作っていくべき」と考えるものが高率であった

（p<0.05）（表５）。

 ４．調査②の対象者の概要

　喫煙・受動喫煙の質問票のみの調査②について、一般

市民の対象者は男性29名（平均年齢67.7歳）、女性89名

（平均年齢64.3歳）、合計118名（平均年齢65.1歳）であっ

た。文系学生は男性37名（平均年齢20.6歳）、女性56名

（平均年齢20.4歳）、合計93名（平均年齢20.5歳）であっ

た。また医療系学生については男性56名（平均年齢20.7

歳）、女性80名（平均年齢20.2歳）、合計136名（平均年

齢20.3歳）であった。

５．調査②：普段の喫煙状況とたばこの受容について

　たばこについての社会的受容について、喫煙状況（普

段）と対象者の考えについての集計結果を表６に示す。

なお、表６の分類は、質問票（資料１）による「あなた

はたばこを吸いますか」の問いについて「はい」と答え

表４　調査①　周囲の喫煙（以前）とたばこの煙や臭いが
気になる

表５　�調査①　周囲の喫煙（以前）とたばこを避けるか

表4　調査①　周囲の喫煙（以前）とたばこの煙や臭いが気になる　

　度数（％）

はい いいえ 合計

はい 57 (  60.0) 22 ( 23.2) 16 ( 16.8) 95 (100.0)

いいえ 20 (  55.6) 5 ( 33.3) 10 ( 27.8) 35 (100.0)

合計 77 (  59.2) 27 ( 20.8) 26 ( 20.0) 130 (100.0)

　　ｐ＝0.337

たばこの煙や臭いが気になる

気になる時も
ある

周囲の喫
煙（以前）

表5　調査①　周囲の喫煙（以前）とたばこを避けるか　

　度数（％）

はい いいえ 合計

はい 61 ( 64.2） 34 ( 35.8) 95( 100.0)

いいえ 30 (  83.3) 6 ( 16.7) 36( 100.0)

合計 91 (  69.5) 40 ( 30.5) 131( 100.0)

　　ｐ＜0.05

たばこを避けるか

周囲の喫
煙（以前）

表６　調査②　喫煙状況（普段）と喫煙に対する考え
表6　調査②　喫煙状況(普段）と喫煙に対する考え　　　　　　

度数(％）

一般市民

合計

能動喫煙 3 (17.6) 12 (70.6) 2 (11.8) 0 (  -  ) 17 (100.0)
受動喫煙 0 (  -  ) 8 (53.3) 6 40.0) 1 (6.7) 15 (100.0)
においを感じる 5 (20.0) 8 (32.0) 11 (44.0) 1 (4.0) 25 (100.0)
喫煙を見かける 3 (42.9) 4 (57.1) 0 (  -  ) 0 (  -  ) 7 (100.0)
非喫煙 3 ( 5.6) 26 (18.1) 23 (42.6) 2 (3.7) 54 (100.0)
合計 14 (11.9) 58 (49.2) 42 (35.6) 4 (3.4) 118 (100.0)

文系学生

合計

能動喫煙 1 ( 5.9) 14 ( 82.4) 2 ( 11.8) 0 (  -  ) 17 ( 100.0)
受動喫煙 0 (  -  ) 7 ( 43.8) 6 ( 37.5) 3 ( 18.8) 16 ( 100.0)
においを感じる 3 ( 16.7) 5 ( 27.8) 9 ( 50.0) 1 ( 5.6) 18 ( 100.0)
喫煙を見かける 2 ( 50.0) 2 ( 50.0) 0 (  -  ) 0 (  -  ) 4 ( 100.0)
非喫煙 2 ( 5.3) 13 ( 34.2) 18 (47.4) 5 ( 13.2) 38 ( 100.0)
合計 8 ( 8.6) 41 ( 44.1) 35 ( 37.6) 9 ( 9.7) 93 ( 100.0)

医療系学生

合計

能動喫煙 2 ( 14.3) 10 ( 71.4) 2 ( 14.3) 0 (  -  ) 14 ( 100.0)
受動喫煙 0 (  -  ) 9 ( 34.6) 5 ( 19.2) 12 ( 46.2) 26 ( 100.0)
においを感じる 1 ( 3.6) 5 ( 17.9) 12 ( 42.9) 10 ( 35.7) 28 ( 100.0)
喫煙を見かける 1 ( 8.3) 2 ( 16.7) 1 ( 8.3) 8 ( 66.7) 12 ( 100.0)
非喫煙 0 (  -  ) 10 ( 17.9) 18 ( 32.1) 28 ( 50.0) 56 ( 100.0)
合計 4 ( 2.9) 36 ( 26.5) 38 ( 27.9) 58 ( 42.6) 136 ( 100.0)

問題等は
感じない

喫煙場所など
の対応が取れ
ていれば問題
視しない

徐々にたば
このない社会
を作っていく

べき

ただちに
やめるべ
き

問題等は
感じない

喫煙場所など
の対応が取れ
ていれば問題
視しない

徐々にたば
このない社会
を作っていく

べき

ただちに
やめるべ
き

問題等は
感じない

喫煙場所など
の対応が取れ
ていれば問題
視しない

徐々にたば
このない社会
を作っていく

べき

ただちに
やめるべ
き
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たものを能動喫煙群とし、「普段から、家や職場などで、

自分以外の人が吸うたばこの煙にさらされていますか。」

の質問に、「はい」と答えたものを受動喫煙群に分類、

また「煙にはさらされないが、においを感じることがあ

る」と答えたものを臭いを感じる群に分類、さらに「喫

煙室やベランダでたばこを吸う人は見るが、煙やにおい

を感じることはない」と答えたものを「喫煙を見かける

群、「いいえ」と答えた群を「非喫煙」群とした。

　一般市民で最も多かった考え方は「喫煙場所などの対

応が取れていれば問題視しない」が58名（49.2％）、次

いで「徐々にたばこのない社会を作っていくべき」が42

名（35.6％）であった。また、文系学生で、最も多かっ

た考え方は、「喫煙場所などの対応が取れていれば問題

視しない」が41名（44.1％）、次いで「徐々にたばこの

ない社会を作っていくべき」が35名（37.6％）であった。

しかし、医療系学生では、「ただちにやめるべき」が、

58名（42.6％）、次いで「徐々にたばこのない社会を作

っていくべき」が38名（27.9％）であった。この結果は、

教育背景にあると考えられる。

６．調査②：過去の周囲の喫煙状況とたばこの受容につ

いて

　「以前（子供の頃など）に家族または身の回りに喫煙

者がいたか」と「たばこの煙や臭いが気になる状態」に

ついて、一般市民と文系学生で、以前に周囲の喫煙があ

った群が、「喫煙場所などの対応が取れていれば問題視

しない」が多かったが、医療系学生は「直ちにやめるべ

き」が高率であった。この結果についても教育背景にあ

ると考えられる（表７）。

Ⅳ．考察

１．能動喫煙や受動喫煙に対する社会的背景

　2003年５月に開催されたWHOの第56回総会において

「タバコ規制枠組み条約」（FCTC；Framework Convention 

on Tobacco Control）が可決された。この条約は、締結

国に対して多様な側面からタバコ規制の実施を課すもの

である。日本は2004年３月に国連本部でこの条約に署名

し、国会（衆議院・参議院）での承認を受け、2004年６

月に世界で19番目の批准国となった。その後11月には締

約国数が条約の発効要件である40カ国に達したことで、

FCTCは2005年２月に発効された（WHO, 2005）。

　現在では、国際社会的なタバコ対策では、社会環境の

問題として取り組むことがテーマとなってきている。す

なわち、2008年に、WHOは、FCTCの履行を支援する

ために、タバコの使用とタバコによる死亡を減らすこと

が立証された６分野の包括的タバコ対策に関する報告書

「MPOWER」を作成した（WHO, 2008）。MPOWER と

表7　周囲の喫煙(以前）と喫煙に対する考え　　度数（％）

一般市民

合計

はい 7 ( 9.1) 58 ( 75.3) 11( 14.3) 1 ( 1.3) 77 (100.0)
いいえ 0 ( - ) 6 (14.6) 32 ( 78.0) 3 ( 7.3) 41 (100.0)
合計 7 ( 5.9) 64 ( 54.2) 43 ( 36.4) 4 ( 3.4) 118 (100.0)

文系学生

合計

はい 3 ( 5.9) 34 ( 66.7) 10 ( 19.6) 4 ( 7.8) 51 (100.0)
いいえ 1 ( 2.5) 7 ( 17.5) 24 ( 60.0) 8 ( 20.0) 40 (100.0)
合計 4 ( 4.4) 41 ( 45.1) 34 (37.4) 12 ( 13.2) 91 (100.0)

医療系学生

合計

はい 2 ( 2.9) 13 ( 18.6) 23 ( 32.9) 32 ( 45.7) 70 ( 100.0)
いいえ 1 ( 1.6) 11 (17.2) 19 (29.7) 33 ( 51.6) 64 ( 100.0)
合計 3 ( 2.2) 24 ( 17.9) 42 ( 31.3) 65 (48.5) 134 ( 100.0)
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表７　周囲の喫煙（以前）と喫煙に対する考え
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日常生活環境下における調査票による ETS（Environmental Tobacco Smoke）曝露レベルの検討

は、①Monitor tobacco use and prevention policies（タ

バコの使用と予防政策の監視）、② Protect people from 

tobacco smoke（タバコ煙からの人々の保護）、③ Offer 

help to quit tobacco smoke （禁煙治療の提供）、④ Warm 

about the dangers of tobacco （タバコの危険性の警告）、

⑤ Enforce bans on tobacco advertising promotion and 

sponsorship （タバコ広告や販売促進、スポンサー禁止法

の強化）、⑥ Raise taxes on tobacco （タバコ税の増税）

の頭文字をとったものである。

　日本で、「タバコが社会環境の問題である」という認

識を広める契機となったのが、「路上禁煙地区」の設定

である。この路上禁煙地区は、2002年10月に東京都千代

田区が「安全で快適な千代田区の生活環境の整備に関す

る条例」を施行したことにはじまり（東京都千代田 

区, 2002）、多くの地方公共団体が、「ポイ捨て禁止」に

関する条例などを作成している。

２．受動喫煙の医学的問題

　受動喫煙の医学的な問題については、1970年代から

「アメリカ公衆衛生長官報告」（U. S. Department of 

Health, Education, and Welfare, 1979）などで指摘されは

じめ、1980年代には世界的な医学誌 British Medical 

Journal （Hirayama T, 1981）や Lancet（Trichopoulos et 

al. 1983）などにおいて示されるようになった。1986年

には、「アメリカ公衆衛生長官報告」（U. S. Department 

of Health and Human Services, 1986）が受動喫煙の危険

性をまとめた。

　21世紀に入り、2003年の FCTC第８条において、「タ

バコの煙にさらされることで死亡、疾病及び障害を引き

起こすことが科学的証拠により明白に証明されている」

と明示された（WHO, 2005）。また「アメリカ公衆衛生長

官報告」（U.S. Department of Health and Human Services,  

2006）などの報告書でも、受動喫煙の健康影響が指摘さ

れている。

３．受動喫煙をめぐる環境権・健康権

　日本の受動喫煙をめぐる社会環境を改善していくため

には、環境権や健康権などの人権の観点からとらえるこ

とも必要になると思われる。環境権や健康権は、一般的

に憲法第13条（幸福追求権）や第25条（生存権）などを

根拠とする人権とみなされてきた。

　環境権とは、人間は、尊厳と福祉を保つに足る環境で、

自由、平等および十分な生活水準を享受する基本的権利

を有することを謳うものである。1972年の国連人間環境

会議で採択された「人間環境宣言」に盛り込まれたもの

である。具体的には、国民が大気・水・日照・静穏など

の自然環境や文化的環境を享受するために、個人の環境

利益を享受する自由権的側面と、地域社会の共同利益と

しての環境享有権を守る社会権的側面という二つの性質

がある。

　日本では環境権は、主に国土開発による環境破壊や公

害問題に対抗するために使用されてきた経緯があるが、

受動喫煙のような空間スケールの問題に適合させること

も可能である。ETSに汚染されない個人環境を享受す

る権利、および路上喫煙防止のように地域社会の環境を

享受する権利は守られるべきものという考え方である。

　一方、健康権とは、すべての者が到達可能な最高水準

の身体および精神の健康を享受する権利である。1948年

にWHO憲章において、健康権の享受は、人種、信条、

政治理念、経済的社会的状況にかかわらず、全人類の基

本的権利の一つであると宣言されている。

　2000年にWHO欧州事務局は、屋内の空気質は人間の

健康において重要な権利であるにもかかわらず、健康権

に関わる政策や行動の基本原則は国民には広く認識され

ていないと報告している（WHO, 2000）。日本では、い

わゆる公害による健康被害が環境権の問題として扱われ

た経緯はあるが、健康権については社会的にはあまり認

識されていない。

　受動喫煙を健康権に照らし合わせて考慮すると、健康

増進法の受動喫煙防止や神奈川県の受動喫煙防止条例は、

多くの国民・県民が納得するものと考えられる。

４．受動喫煙調査についての問題点

　本レポ－トは、調査①として、ETS曝露に関する濃

度測定器や調査票等に基づく指標の開発を目的として、

７大学において133名の曝露調査を行った。その結果、

受動喫煙者および非受動喫煙者において、たばこの煙や

臭いが気になる者が半数以上を占めていたが、たばこの

社会的受容については「喫煙場所などの対応が取れてい

れば問題視しない」が45.1％を占めていた。この結果は、

分煙を徹底することにより、社会的にはある程度受容さ

れるものと考えられる。

　調査②として実施した一般市民と文系学生・医療系学

生に対する調査結果から、一般市民と文系学生の社会的

受容は、「喫煙場所などの対応が取れていれば問題視し

ない」が、最も高率であったが、医療系学生は、「ただ

ちにやめるべき」と回答したものが高率であった。この

結果は教育背景によるものと考えらえる。今後、受動喫

煙の社会的受容について調査する際は、年齢・性・職

業・学歴（大学の場合は専攻）、家庭環境（住居形態）、
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家族構成（子供の有無、妊婦の有無、家族の疾病の有無

と種類など）、過去の生育環境における喫煙者の有無な

ど、様々な因子について、総合的に調査することが望ま

れる。また、受動喫煙については国際・国内の厳しい社

会情勢が迫っているため、多くの場所で禁煙、分煙が奨

励されてきている。今後、受動喫煙についての社会的受

容を単なる感覚や感情で議論するのではなく、科学的な

受動喫煙の実態調査を行うことが重要と考える。
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